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令和３年度 第１回帯広市健康生活支援審議会児童育成部会 議事録 

 

日時：令和３年７月２０日（火）午後７時～午後７時３０分 

場所：市役所１０階第６会議室 

 

会議次第 

 

１ 開  会 

  下野市民福祉部長挨拶 

 

２ 議  題 

・公立保育所の民間移管に係る公募について（案） 

 

３ そ の 他 

 

４ 閉  会 

 

〇 会議資料 

・公立保育所の民間移管に係る公募について（案） 

・参考資料 

 

〇 出席委員（１９名中１６名出席） 

成田委員、樋渡委員、明神委員、山本委員 

小澤専門委員、松山専門委員、佐藤専門委員、武田専門委員 

西野部会員、水野部会員、下鳥部会員、南出部会員、中村部会員、及川部会員、 

吉澤部会員 

 

〇 事務局 

下野市民福祉部長、佐藤こども福祉室長 

郡谷こども課長、坂本主幹、柴山課長補佐、山名子育て支援課長 
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令和３年度 第１回「帯広市健康生活支援審議会児童育成部会」 議事録 

 

１．開 会 

（事務局） 

 

 

２．議 事 

（事務局説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．その他 

（事務局説明） 

 

 

 

 

 

下野帯広市市民福祉部長 挨拶 

 

 

・公立保育所の民間移管に係る公募について（案） 

 公立保育所の再編内容と移管等のスケジュールについて、将来に

わたって安定的な保育サービスを提供するため、本市の経営資源を

効果的に活用し、今後の保育ニーズや公立保育所の役割を踏まえた 

公立保育所の再編を進めていくもの。 

これまでの経過として、平成２０年度以降、再編基本方向に基づき、

６つの保育所を民間移管しており、今後、令和７年度までに、３所

の民間移管と４所の定員縮小の取り組みを進めるもの。 

今年度行う日赤東保育所の移管先の公募等について、これまでと

同様、応募資格・条件として、管内で認可保育所や幼稚園、認定こ

ども園を５年以上運営している社会福祉法人または学校法人であ

ること移管後の保育所に勤務する常勤保育士は平均勤続年数が７

年以上であることなどとしている。 

移管先候補の選定については、保護者、学識経験者等で構成する選

定委員会で移管先候補を選定し、市が移管先を決定するもの。 

移管方法としては、保育所建物は無償譲渡、保育所用地は無償貸与、

保育所の備品は無償譲渡、保育所の定員は変わらず９０名とするも

の。 

今後のスケジュールは、８月以降に民間移管先の公募と選定を行

い、来年度、移管先から保育士の派遣を受けた上で１年かけて引継

ぎを行い、令和５年度よりに民間に移管するもの。 

 

（質疑なし） 

 

・保育所等におけるマスク等の感染拡大防止対策 

６月の市議会にて議決し、補正予算として計上したもの。 

児童保育施設等が適切な感染防止対策を行った上で、継続的なサ

ービス提供が可能となるよう支援することを目的に施設の消毒等

に必要な経費を支援するもので、これまでに２度、国の事業を活用

し、購入費用の支援を講じてきたところであり、新型コロナウイル
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（事務局説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局説明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス感染症の対策が長期化する中、各施設から、継続した支援を求め

られていることから、今回、国の令和２年度の３次補正予算を活用

し対策を講じるもの。 

対象となる経費は、施設における感染防止のために必要なマスク

や消毒液等の衛生用品の購入経費のほか、職員が感染対策の徹底を

図りながら保育等を継続的に実行していくための、いわゆる「かか

り増し経費」と呼ばれる、勤務時間外の消毒作業に伴う超過勤務手

当や、職員のマスクやエプロンなどの消耗品が対象となるもの。 

対象施設は１１６施設で、現在要綱等の改正手続きを行ってお

り、追って各施設に案内を発送するもの。 

 

・児童保育施設等における新型コロナワクチン優先接種について 

関係団体から優先接種に係る要望書をいただいており、市として

も社会機能を維持する観点から、市内の児童保育施設等の従事者な

どについて、優先的なワクチン接種を行ったもの。 

対象は１０６施設１，１９４人であり、これまで、集団接種会場

などで優先接種を実施し、ほぼ全希望者の接種を完了したところ。 

なお、他町村在住者も帯広市で優先接種できるよう調整し、実施

したもの。 

 

・子育て世帯生活支援特別給付金について 

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得

の子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点か

ら、子育て世帯生活支援特別給付金を支給するもの。 

支給額は児童一人あたり一律５万円。 

７月１５日現在の支給状況としては、 

ひとり親家庭（低所得者） 

１，８９５世帯 ２，７６９人  ４月３０日より支給 

ふたり親家庭（Ｒ３住民税非課税、家計急変者）  

４８４世帯   ９６３人  ７月 ８日より支給 

 ※申請期間は令和４年２月末まで となっているところ。 
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（委 員） 

(事務局) 

（委 員） 

 

 

 

（委 員） 

 

 

 

 

 

（委 員） 

 

 

コロナワクチン優先接種はまだ１回目か 

そのとおり 

１回で不十分であるので、早期の接種を望む。 

２回接種でも９５％、感染しないというわけではない、今の変異

ウイルスは児童も感染する、いままでと同じように感染予防は必要 

 

コロナワクチン優先接種について、この度保育施設への優先接種

は大変ありがたく感謝申し上げる。現場からも仕事を従事するにあ

たり安心感を得たとのこと。 

また、他町村の接種についても、市で積極的に主導してもらえス

ムーズに摂取することができた。 

 

昨年、児童保育センターにエアコンがついた、市に感謝したい 

この暑さで屋外での遊びができないなか、室内で換気しながら、 

保育を行っている。 

（了） 

 

 

 

 

 


